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専門職制度に対する研究者の意識 一有効な制度を求めて一

明治大学 永野 仁

1.は じ め に

 ある企業では，優れたR&D研 究者に リサー

チ ・フェローという称号を与えている。彼にはそ

の個人名をつけた研究室を与え，高い地位と報酬

で処遇 し，そ して自由度の高い研究の遂行を許容

している。

 リサーチ ・フェローに代表 される 「専門職制

度」は， これからの日本企業の人事処遇制度の切

り札とす ら考えられてきている。 これからの日本

企業の活路を拓 く上で創造性に満ちた活動が不可

欠であるが，そのような創造性を有するプロフェ

ショナルやスペシャリス トを処遇する制度が専門

職制度と見なされているからである。 しか し，従

業員の管理職志向は根強 く，そのような専門職に

っきたがる人が少ないという説 もある。実際に専

門職への就任を希望する人はどの程度いて，それ

はどのような人だろうか。それを希望 しない人 と

どのような違いがあるのだろうか。

 以下では，R&D研 究者の専門職制度に対する

意識を分析する。これ らの点を明 らかにするため

である。そ してそれをもとに，専門職制度に対す

る提言を行 うことにする。

2.専 門職制度に注目する理由

 「専門職制度」とは，従業員のうち専門的な知識

や経験のある人材を，管理職とは別の 「専門職」

として処遇する制度のことである。このような専

門職制度が，なぜ求あ られてきているのかを，意

識の分析に入 る前に整理 しておこう。

 1)専 門職制度が求められる背景

 専門職制度が求め られてきている背景 として3

っが指摘できる。

 第1は ，「技術の高度化」や 「顧客ニーズの多様

化」などの進展である。これ らに対応するために

は，深い知識 と経験に裏打ちされた高度な専門性

を持っ人材の育成や獲得が不可欠である。そのよ

うな人材の育成は長期間を要 し，また他の人材 と

の代替 も難 しい。それゆえ，他 とは別の処遇系列

を用意 した方が望ましいと考えられる。他方，そ

のような専門性を持っ人材を外部か ら獲得するこ

とも可能であるが，その場合にも既存の従業員と

は別の処遇系列があった方が行いやすい。より柔

軟な処遇決定が可能になるからである。っまり，

これからの企業活動に求められる高度な専門性を

持っ人材の処遇や育成のたあに，専門職制度が求

あられるようになってきた。

 第2は ，従業員意識の多様化である。 日本企業

では，これまで主として課長や部長という役職に

昇進させることによって従業員の処遇向上を図っ

てきた。このようなシステムのもとでは，当然の

ことではあるが，良い処遇を得るためには管理的

な役割を果たすことが必要になる。つまり，部下

を動機づけ適切な指示をしたり，あるいは他部門

との交渉や調整 に励む ことが求め られる。 しか

し，専門性を有する人材の中には，そのような管

理的な仕事を 「雑務」と考え嫌 う傾向がみられた

り，あるいはそのような仕事を不得手とする人材

も少な くない。そこで，専門性を発揮することに

よっても処遇が向上するような制度が求あ られる

ようになってきたと考えられる。

 しかし， これらの背景に基づいた目的の達成，

言い換えれば専門職制度本来の目的を達成するこ

とのみが， この制度が生まれた背景にあったわけ

ではない。実際には，役職ポス ト不足への対応 と

いう第3の 背景 も作用 してきた。簡単に説明する

と次のようになる。高齢化や高学歴化の進展に伴

い，従来ならば役職にっ くことができたような人

(役職有資格者)が 増大してきたが，それに見合う

ように役職ポス ト数が増えたわけではなかった。

そのたあに，役職につけない有資格者が発生する

ことになったので，それらの人々を処遇するため

の手だてが求あられるようになった。そこで，役
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職 とは別に処遇のための地位の創設が求あられる

ようになったが，その際に専門職制度が活用され

るようになったのである。 この場合，専門職 とは

いいながら，その任命にあたって，専門性を有す

るか否かが重要な基準ではな くなってしまうこと

が重要な点である。

 2)専 門職制度が機能 しない理由

 このようないくっかの背景のもとで登場 してき

た専門職制度であるが，その制度 は現在では大企

業でかなり普及 してきている。 ちなみに労働省

「雇用管理調査(1993年)」 によると，「専門職制

度がある企業」 は企業規模計では18.1%に 過 ぎ

ないが，5，000人以上の大企業では既に60.3%に

達 している。

 しかし，現状の専門職制度に対する評価 は決 し

て高 くないことに留意すべきである。 上記の第3

の背景，すなわち役職ポス ト不足への対応 として

の専門職制度が活用 されることが多かったからで

ある。

 この点に関 して高年齢者雇用開発協会(1985)

は，専門職を，高度な専門知識や技術を持つ人に

対す る 「本格的専門職」 と，そうでない人に対す

る 「処遇的専門職」に二分 し分析 した。その結果，

前者 のタイプは良好な機能 を果 たしているもの

の，後者には問題が多いことを明らかにした。後

者の処遇的専門職では，専門職の仕事内容が不明

確になっていたり，あるいは専門職にふさわしく

ない人が専門職 となっているため，社内に専門職

を軽視する風潮がはびこっていたからである。 こ

のような状態に陥 ると，専門職に任命 された人は

勤労意欲を低下させたり，あるいはそもそも専門

職を希望する人がいなくなることが想起される。

 このような状況にあるものの，第1お よび第2

の背景として既述 したように， 日本企業では専門

職制度の確立，よりはっきり述べれば本格的専門

職制度の確立が，今求められてきている。その実

現のためには何が必要だろうか。

る。研究職の育成 には，長期間の教育訓練が必要

であるので，その職種への参入障壁 は高い。 しか

も，そのように育成 された知識やノウハウは，他

企業でも通用 しやすいと想定される。技術そのも

のには，常 に普遍性があるからである。スキルの

獲得 は容易ではないが，獲得 したスキルが普遍性

を持っという特徴は，「専門性」と呼ぶための条件

としてふさわ しいものである。つまり，本稿でと

りあげるR&D研 究者は，最も本格的専門職が

求められる職種であり，かっ最 もそれが機能 しや

すい職種 と想定 される。本格的専門職の成立条件

を探 るたあには，最適の職種と言えよう。

 ところで， これまでの研究職の国際比較分析に

よると，米国では研究職を対象 とした専門職制度

はかなり良好に機能 しているという。例えば榊原

(1995)は ，日本 と比較すると米国では専門職制度

の認知度が高 く，専門職 と管理職 は対等処遇(あ

るいは専門職の方が優遇処遇)と 考えられている

と指摘 している。また今野(1992)は ，米国の専門

職志向の技術者 は明るい職業意識に満ちていると

して， 日本 との違いを強調 している。今野 による

と，そのような日米の違いは，第1に ，米国では

専門職志向が満たされるようなキャリア，具体的

には管理職にならずに専門職 として職業生涯を過

ごすことが実際に可能であったことが作用 してい

る。専門職志向の強い人であっても，年齢や経験

の高まりに応 じて管理的な仕事を担当せざるを得

なくなっていた日本の状況 との差異 は大 きいとい

う。第2に ，より重要であるが，米国では専門職

としての職業キャリアを歩むことが，そうでない

場合 と比較 して，不利にならないような制度設計

が成されているからだという。

 これらの研究結果は， 日本においても， もし適

切な制度設計が行われるならば，専門職が魅力あ

るものとして定着 していく可能性が高いことを示

唆す ると言えよう。

3.分 析の方法

 3)研 究者を対象とする意義

 今後必要性が高まるとなる本格的専門職である

が，それが成立 しやすい職種 として研究職があ

 では， これから求あられる専門職制度 とはどの

ようなものだろうか。どのような人を想定 して制

度設計を行えば良いのだろうか。その点を考察す
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るために，以下では専門職への 「就任希望者」 と

「就任忌避 者」の違 い を，「研 究者 の意見調査

(1995年8月 実施 ：以下，本調査 と略記)1〕」の

データを用 いて分析 す る。具体 的には，属fig，

キャリア，仕事や会社に対す る意識 希望す る人

事制度の内容にっいて，両者を比較することにす

る。 このことにより，どのような条件が揃えば専

門職への就任を希望するようになるかが明 らかに

なると思える。

なお，同 じ専門職 といってもその実態は様々で

ある。 これからの望ま しい制度を探求するために

は，処遇的専門職ではなく，本格的専門職への就

任意向を問 う必要がある。本調査では，「あなたは

研究管理職 よりも，高度研究専門職(研 究 フェ

ローなど)に っきたいと思いますか」と問うてい

る。 ここで高度研究専門職とは，専門職の中では

最高位に位置するものである。これへの就任意向

の違いを明らかにすることは，本稿の目的に適う

ものと言えよう。

専門職のような企業内の人事制度に対する意識

や希望は，職業経験や企業内の役割によって異な

ることが想定される。そこで以下では，職位をコ

ントロールした上での専門職就任希望の違いによ

る差異を中心に見て行 くことにする。

4.専 門職を希望す るの はどんな人か

1)専 門職への就任希望状況

まず，専門職就任の希望状況を見よう。「管理職

より高度専門職に就 きたい」か否かを問 うた結果

が図1で ある。 図の最上段に示 したように， 「合

計」では，「就任希望者(「 ぜひ就 きたい」 と 「で

きれば就きたい」の合計)」が50.0%， 「就任忌避

者(「あまり就きたくない」と 「就きたくない」の

合計)」が27.5%と いう構成である(「どちらとも

晉えない」が21.7%， 無回答が0.9%)。 就任希望

者がかなり多いと言えよう。

学歴別には，博士課程修了者のような高学歴者

ほど就任希望者が多 くなっている。経済的側面か

ら説明するならば，高学歴者ほど既に専門性に対

して，期間が長 く金額も大きい教育投資を実施済

みであることを反映 した結果であり，心理的側面

からは，そのような教育によって専門家意識が高

学歴者は高まっているからと説明できる。年齢別

には，若年層ほど就任希望者が多く，中年期にな

るに従いそれが少なくなっている。 このことは，

若年層ほど高学歴者が多いことを反映 した結果か

もしれないzi。
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 また職位別には，職位の低い人ほど就任希望者

が多 くなっている。なお， ここでの職位は必ずし

も，部下のいるラインマネジャーを指 しているわ

けではない。例えば， ここでの 「管理職」は設問

では 「管理職 ・管理職相当」 となっている。むし

ろ社内での地位を示す資格別 と見るべきである

が，以下ではこれを職位 と呼ぶことにする。

 2)専 門職志向の理由

 就任希望者が，それを希望する理由はどんなも

のだろ うか。2つ までの多重回答を求あた結果

が，表1で ある。「合計」では 「管理職務よりも研

究活動が性格 ・能力的に適 しているから」 と 「研

究に専念 したいから」の2つ に回答が集中してい

る。何 よりも研究活動に適性を見 いだ している

し，専門職になればその活動に専念できるので就

任を希望するという意見である。 これは，希望理

由としては極あて妥当なものである。

 ここで，職位の低い人ほど 「研究 フェローの方

が大 きな仕事がで きるか ら」という回答が多 く

なっていることが注 目される。特に 「一般層」で

はその回答が，20%弱 に達している。自律的に仕

事を進 める研究 フェローは，専門職志向の強い

「一般層」か ら見ると，「大 きな仕事」をやってい
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るように見えるのかもしれない。 しか し，会社の

様子をよく理解 していると思われる 「管理職」で

は， この項 目の指摘 は10%弱 に過ぎない。

 他方，就任忌避者の忌避理由をやはり2つ まで

問 うた結果が，表2で ある。「合計」で最 も多い回

答は，「ラインの管理職の方が大 きな仕事ができ

る」となっている。 ここでも，職位別の違いが見

られる。「管理職」ではその回答が60%弱 に達 し

ているが，「一般層」では20%強 に過ぎないか ら

である。

 仕事にっいての意思決定がラインマネジャーに

よって行われている現状を考慮すると，「大 きな

仕事」 と形容すべき仕事 はライン・マネジャーの

方がより強 く関わると思える。表1と 表2か ら類

推すると，「一般層」の レベルでの専門職志向は，

専門職の実際の仕事内容よりもそのイメージに強

く反応 した結果のように思える。

 なお，忌避理由で注目されることは，「研究活動

以外の部門を経験 したいか ら」という回答が，「主

任」で約50%， 「一般層」でも40%強 に達 してい

ることである。若年層が多い主任や一般層では，

研究者の中にも多様なキャリア志向があることを

示 している。

 3)職 業 キ ャリア

 専 門職志向が異 なる人 の間 に職業 キ ャ リアの違

いはあるのだ ろ うか。

 まず，現在の研究活動 と，学校で の専攻 の関係

を見よ う。本調査 では，「学校 での専攻 が，現在の

研究活動 に どの程度 役だ ってい るか」を，「どち ら

とも言 えない」 を含 め5段 階で問 うて いる。その

うち，「非常 に役立 ってい る」と 「わ りあい役立 っ

ている」を 「役 だ ってい る」 とす ると，「合計」で

は72.4%が そ う答 えていた。 これを，職位別 に就

任希望者 ・就任忌避者 の順 に示す と，次 のよ うで

あった。「管理職」84.1%・70.6%， 「主任」75.3%・

71.9%， 「一般層」72.2%・51.1%。 「主任」で の両

者 の違 いは小 さいものの，総 じて就任希望者 の方

が，学生 時代 か らの研 究活動の一貫 性が高 いこと

が推測 され る。

 次 に，現 在 の仕 事 の継続 希 望 を 見 よ う。表3

が ，「これ か ら も現在 の仕事 を続 けてい きたい と

表3 仕事の継続希望スコアの差

覊{雛灘

i

 
 
-

般
層

涯

灘 灘
  就任希望者

 {  就任忌避者

平 均     (Q
，n)スコア t値

4.35(0.74，114)

4.01(0 .84，126)4.89***

4.29(0.78，162)

3.62(1 .02，gg)6.14***

4.02(0.96，191)11
.113

.85(0 .98，47)

 ***は1%以 上，**は5%以 上，*は10%以 上

 の有意水準で有意なことを示す.
2.継 続希望度が高いとスコアは大きい.

思 う」 というメッセージが，自分にあてはまるか

を否かを5段 階で問い，あてはまり度が高いほど

数字が大き くなるようにスコア化 した結果であ

る。「一般層」では統計的に有意な差が見 られない

が，他の2つ に関 しては，就任希望者の方が 「仕

事の継続希望」が強いことがはっきりと示されて

いるQ

 学校での専攻と現在の仕事，およびその仕事の

継続希望の2っ を見た結果か らは3)，少なくとも

「主任」や 「管理職」に関 しては，専門職就任希望

者 は，同一分野での深化を目指すタイプの人々で

あると言える。

 4)研 究成果

 では， このような専門職志向が異なる人々の間

に，研究成果の相違が見 られるだろうか。本調査

では，13項 目を示 し，入社後にあげた成果を全て

答えるように求めた。回答のあった項目の数を比

較 してみたところ，就任希望者と就任忌避者の間

に，3つ の職位 とも有意な差は見 られなかった4)。

研究成果の範囲の広がりに関する限り，成果と専

門職志向の間には特別の関係がないようである。

 成果の内容に関 してはどうだろう。表4は ，こ

の13項 目に対する回答を示 したものである。「管

理職」では，就任忌避者の 「研究成果の製品化」，

「研究成果の社内表彰」，「事業部などか らの重大

な要請に応える」という回答が多いという特徴が

ある。「主任」では，就任希望者で 「国内での学会

発表」，「海外雑誌への論文掲載」，「国内雑誌への
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表4 入社後の研究成果の内容
い くつ で も選 択 ，

合

亠
星

亠
囗Φ

 
 
亠
扇

亠
ロΦ

{

 
 
 
{

管
理
職

主

任

{一般
層

計

海外

莠
特許

申
請

国内

z

特許

申
請

海外

莠
学会

発
表

一一一
44.7

一一

国内

蕩
学会

発表

海外

雑

葵
Y，u

aHB

文掲

載
一 一」一 甌

44.5

国
内
雑

萸

覊
文
掲
載

研
究
成

器
製
品
化

研
究
成

器
社
内
表
彰

社
外
z

表
彰

6.9計

希望者

忌避者

.1-100.0(965)
 100.0(118)

 100.0(128)

45.3
一

69.5

78.8

83.6

一一一一

72.1 46.8 34.1 33.2

61.9

63.3

67.8

61.7

87.3

86.7

70.3

68.0

73.7

77.3

39.0

60.9

一一一 一

33.5

33.7

47.5

57.0

15.3

12.5

希望者

忌避者

 『 一

100.0(167)

100.0(89)

40.7

41.6

57.5

73.0

44.9

42.7

79.6

74.2

46.7

36.0

49ユ

39.3

一一

32.9

41.6

4.8

2.2

希望者

忌避者

100.0(192)

100.0(47)

29.7

29.8

64.6

63.8

26.0

19.1

53.1

57.4

22.4

10.6

19.3

23.4

15.1

19.1

9.4

8.5

2.6

2ユ

な
要
請
に
応
え
る

事
業
部
な
ど
か
ら
の
重
大

数

一
喙凶O

…

%

国
際
会
議

招
待
講
演

、」

巨

ぐ

ヒ

ココ

'

一

17.2

22.0

40.6

12.6

劃
   1

   1

12.010.21.2

6.73.41.1

1魁坐

国
際
会
議
な
ど
の
主
催

1.8

脳

5る

一
鳩

       一巌
纏 靆辜膣
雛 覊
簷{雛灘
注1

5.14

4.20

会

 (Q，n)

(1.51，114)

(1.79，124)

(1.28，160)

(1.84， 87)

5.13  (1.25，188)

4.69  (1.58， 45)

社 研

t値
平均

順位

16.14***
2.31

3.09

(

(

146.06***
2.23

3.26

(

(

176.49**
2.44

2.?2

(

(

表5 帰層意識の対象順位

      研究職という職種

        (σ，n)   t値
          
          

(1.33，118)237**

(1.80，128) 

自分の研究対象

 (σ，n)   t値

(1.09，118)2
.24**(1

.57，128)

(1.34，167)13
.35***(1.09，167)1.61(1

.81，89) (1.20，89)

(1.52，192)0
.71(1

.68，47)

 表3に 同じ

2.帰 属対象 としての重視度が増すと，順位スコアは小さくなる.

(1.13，192)1

(1.49，49)1.87

論文掲載」，「招待講演」が多 く，就任忌避i者で 「国

内での特許申請」，「研究成果の社内表彰」が多 く

なっている。そして 「一般層」では，就任希望者

で 「海外での学会発表」，「海外雑誌への論文掲載」

が多 く，就任忌避者で 「事業部などか らの重大な

要請に応える」が多 くなっている。総 じて就任希

望者は，海外での学会発表や，海外雑誌や国内雑

誌への論文掲載という成果がある人が多いのに対

し，就任忌避者は，国内特許申請，研究成果の製

品化，研究成果の社内表彰などの成果がある人が

多 くなる傾向が見 られる。

 このことから，就任希望者の多くは，基礎的 ・

学術的分野での成果がある人 と言えよう。それに

対 し，就任忌避者の多 くは，応用的 ・事業的分野

での成果がある人 と考えられる。

5.希 望者の職業観

 1)帰 属意識の対象

 専門職志向の相違によって，一体感や愛着 とい

う帰属意識の対象が異なるだろうか。本調査では

6項 目を示 し， 自分にとって重要だと感ずる順位
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をっけることを求 めた。表5は ，その うち 「会

社」，「研究職 という職種」，「自分の研究対象」の

平均順位を示 したものである。ここでは数値が小

さいほど，その対象が重要だと感 じていることを

示 している。

 表から明らかなように，総 じて就任希望者は就

任忌避者 と比較すると，職種と研究対象をより重

視する一方，会社をそれほど重視 していない。

 専門職への就任希望者 は，仕事に対する帰属意

識は高いものの，組織に対する帰属意識 は低 いと

いう特徴があると言えよう。

題」であった。それに対 し就任希望者が多 く指摘

した理由は，「管理的業務による多忙」や 「研究活

動以外の仕事による多忙」であった5)。

 っまり就任希望者の見解は，研究者としての年

齢限界があると感ずる人が少なく，それを感 じた

人も，それはいわゆる 「雑務」が増加するからに

過ぎないというものである。就任希望者は，自己

の専門的能力に自信 をもっているのか もしれな

いo

6.望 んでいる人材管理方式

 2)年 齢に対する考え

 ところで，R&D研 究者に関 してしばしば指摘

されるのが 「年齢限界」である。技術は文字通 り

日進月歩で進展するので，それをキャッチァップ

し続けるのは容易なことではないことか らの通説

であろう。そのような年齢限界があるか否かはと

もか くとして，榊原(1995)は ，年齢による様々な

相違が大きいことが，米国と比べた日本のR&D

研究者の特徴だと指摘 している。

 本調査回答者は 「研究者として活躍できる年齢

的な限界」があると考えているのだろうか。結果

は， 表6に 示 したように就任希望者の方が， 「あ

る」 と考える人は少ない。

 そこで，年齢限界が 「ある」と答えた人に限定

して，多重回答でその理由を問うたところ，次の

ような傾向が見られた。すなわち，就任忌避者が

多 く指摘 した理由は，「創造性等の発想力の問題」

や 「新たなテーマに対するチ ャレンジ精神の問

表6 研究者としての年齢限界に対する考え

           %，()内 は実数

合

亠馬

亠扇

{管理
職

亠扇

亠晒

…
{主

任

モ一般
層

.一

計 ある ない 無回答
一一 『

計 100.0(965) 57.4 42.5
一

o.i
一『

任希望者 100.0(118) 46.6 53.4 『

任忌避者 100.0(128) 66.4 33.6 一

一

任希望者 100.0(167) 53.9 45.5 0.6

任忌避者 100.0(89) 67.4 32.6 『

一 一一一. 一一 一 

任希望者 100.0(192) 56.3 43.8 一

任忌避者
一一一

100.0(47)

  一.

63.8 36.2 一

 1)成 果を高めるために必要なこと

 では，彼 らは研究成果をあげるたあにどのよう

なことを重要だと思 っているだろうか。21項 目

を示 し，それぞれについて重視 している程度を答

えることを求めたが，そのうち特徴的な5項 目の

結果を表7に 示そう。ここでは，数値が大 きいほ

ど重視度が高いことを示 している。

 「研究の自由度」と 「専門能力重視の気風」は，

職位によって有意 とならない場合 もあるが，総 じ

て就任希望者が重視する項目である。ただし 「時

間の自由度」は，両者の間に明瞭な差がない。 こ

こ数年の間にフレックスタイムや裁量労働など勤

務態勢の柔軟化が進んできているが，就任希望者

が成果を高めるたあに望んでいるのはそのような

柔軟化ではなく，研究そのものの自由度の大 きさ

である。

 他方，「社内他部門との交流」や 「研究目標の明

確さ」という項目は，む しろ就任忌避者が重視 し

ている。 これ らは，前者が情報交流による生産性

や能力の向上を意図 したもので，後者は企業活動

全般にわたって必要なことのように思えるが，就

任希望者 はこれらを相対的には重視 していない。

自己の内在的な動機，あるいは研究の世界の動向

に，就任希望者が強い関心を抱いていることの反

映であろう。

 2)成 果に対する処遇

 次に，高度な研究成果をあげた場合の処遇に関

してである。本調査では 「その他」を含め14項 目

を示 し，「会社が重視 している項目」と 「あなたが
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表7 研究成果を高めるために重要と思うこと

覊{諜
t値

羞{諜
t値

奮{諜
t値

研究の自由度

平 均 ス コ ア

 (Q，n)

 4.01

(0.81，117)

 3.89

(0.72，128)

 1.57

 4.13

(0.66，167)

 3.89

(0.69， 88)

 4.04***

 4.16

(0.64，171)

 3.85

(0.75， 47)

 4.29***

時間の自由度

平均スコア

(a，n)

3.75

(0.97，118)

3.57

(0.88，128)

0.11

3.88

(0.79，166)

3.56

(0.93，88)

0.17

3.97

(0.83，192)

3.64

(0.90，47)

0.13

注1.表3に 同 じ

 2.そ の項目をより強 く重要と思 うほど，

専 門 能 力 重 視

の 気 風

平 均 ス コ ア

  (Q，n)

  4.09

(0.80，118)

  3.83

(0.69，128)

  3.74***

 3.84

(0.80，167)

 3.57

(0.69， 88)

 3.57***

 3.70

(0.83，192)

 3.60

(0.75， 47)

 1.01

ス コア は大 き くな る.

社内他部門

との交流

平均スコア

 (Q，n)

⊥離

 3.80

(0.79，117)

 3.96

(0.75，128)

 2.27

 3.78

(0.73，164)

 3.80

(0.85， 88)

 0.14

 3.84

(0.78，191)

 4.1?

(0.67， 47)

 3.46***

平 均 ス コ ア

 (Q，n)

 4.27

(0.80，118)

 4.54

(0.59，128)

4.40***

 4.34

(0.73，167)

 4.59

(0.61， 88)

3.13***

 4.34

(0.67，192)

 4.53

(0.65， 47)

2.54**

表8 成果に対する処遇についての考え

              ()内 は%

合  計

覊膿

窪膿

悪驪

会社が最も
重視してい

 る項目

管理職への

昇進 ・昇格

 (20.4)

管 理 職 へ の

昇 進 ・昇 格

 (26.3)

社 内 の賞

 (20.3)

管 理 職 へ の

昇 進 ・昇 格

 (22.2)

社 内 の賞

 (23.6)

管理職への

昇給 ・昇格

 (20.3)

給与や昇給

 (23.4)

あなたが最も重視

してほしい項目

給与や昇給

 (26.1)

研究 テーマの設定や進
め方での自由度の増大

   (23.7)

  給与 や昇給

   (28.1)

研究 テーマの設定や進
め方での自由度の増大

   (25.1)

  給与 や昇給

   (31.5)

研究 テーマの設定や進
め方での自由度の増大

   (21.4)

  給与や昇給

   (40.4)

注1.そ れ ぞれ第一位の項 目として最大の回答が

  あ った項 目を示してある

重視 してほしい項目」にっいて，順位づ きの多重

回答を求めた。そのうち，「会社が最 も重視 してい

る項目」および 「あなたが最 も重視 してほしい項

目」について，それぞれ最 も回答の多か った項目

を示 したものが，表8で ある。

 「会社が最 も重視 している」のは，就任希望者で

は 「管理職への昇進 ・昇格」であり，就任忌避者

では 「一般層」を除いて 「社内の賞」である。そ

れに対 し，「最 も重視 してほしい」のは，就任希望

者では 「研究テーマの設定や進め方での自由度の

増大」で，就任忌避者では 「給与や昇給」である。

 これらのことから，専門職への就任希望者の特

徴は，研究テーマや進あ方 という研究そのものに

関 して，高い自由度を求ある傾向が強いことにあ

ることがわかる。

7.結 論 と提言

 以上の分析で，専門職就任希望者がどの程度い

て，その人たちのキャリアや職業観，さらに望ん

でいる人材管理方式がどのようなものかが明 らか

になった。以下ではこの結果をもとに，R&D研
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究者に対する専門職制度について，いくつかの提

言を行おう。

 1)高 度研究専門職は，本当に必要か

 まず，そのような制度が本当に必要か否かであ

る。この点に関 しては，半数が就任希望者であっ

たという事実を無視できない。一般層の就任希望

者の中には，必ず しもその内容を適切に評価 して

いない人が含まれてはいたが，それを除外 しても

かなりの人々が就任を希望 していた。高度専門職

に対するR&D研 究者のニーズは高いと見て良

いo

 しかも，就任希望者 は，基礎的 ・学術的な領域

での研究成果がある人であった。 この領域 は，日

本のR&D活 動で欠けているものと指摘 されて

いる領域でもある。 この領域を公的研究機関でな

く民間企業がどれだけ担 うべきかという点の議論

が必要とは思えるが， これか らの企業のR&D

活動に不可欠な領域であるのは事実である。その

領域で成果のある人材の多 くが希望 している制度

であることを考慮すると，専門職制度は，今後，

創設あるいは拡充が必要な制度 と言えよう。

 2)ど のような人を任命すべきか

 ところで，高度研究専門職は，専門職の中で最

上位に位置するものであるので，その下位に研究

専門職を設ける必要があるだろう。っまり，二階

建ての専門職制度の創設である。

 上位に位置する高度研究専門職の任命は，その

ステータスを維持する上からも，厳選 して行う必

要がある。任命は，基礎的 ・学術的な領域での研

究成果の評価を基に行 うことになるが，その評価

は社外の専門家 も加えた委員会に依頼することが

望ましい。社外の専門家の方が評価が適切にでき

ることもあるが，何よりも対象者の納得性が得 ら

れやすいと思えるか らである。と言 うのは，就任

希望者の帰属意識の対象は，会社ではなく研究の

世界にあったか らである。

 高度研究専門職の下位に位置する研究専門職に

関しては，その任命は少な くとも，現行の主任ク

ラス以上 とする必要がある。一般職のR&D研

究者の中には，多様なキャリア志向を抱 いている

人がかなり含まれていた し，高度研究専門職を志

向していてもその仕事内容を明確に把握 していな

いと思われる人が少な くなかったからである。こ

の研究専門職への任命は，本人の希望をもとに基

礎的 ・学術的な研究成果の社内評価を行うことに

なる。また，例えば3年 ごとに研究成果の評価を

行い，留任は認あるものの任期制 とするなどの工

夫 も必要である。希望を前提 としたり，任期制を

提唱するのは，専門職は希望者の中から 「選ばれ

た人」という位置づけにするたあである。そのた

めには，制度自体を魅力的なものにする必要があ

るのは吾うまで もない。なお，このレベルでは管

理職との相互交流を可能としておいた方が，人材

配置の柔軟性を確保する点か らも望ましい。

 3)ど のような処遇 とすべきか

 金銭的な報酬に関 しては，少な くとも専門職が

不利にな らないという原則は確保する必要があ

る。高度研究専門職ならば役員あるいはその一歩

手前(通 常は理事クラス)に 匹敵する報酬となり，

研究専門職ならばそのキャリア段階に応 じて部長

や課長 と同等 となるだろう。 しかし，より重要な

のは 「研究の自由度」の確保である。就任希望者

は，そのことを強 く望んでいた。

 高度研究専門職には思い切 った自由度を与える

必要があるだろうし，少人数に限定されるので，

それは可能なことである。このレベルで問題 とな

るのは，む しろその高度な専門知識を，どのよう

にして社内のR&D活 動に反映させるかとか，

若手研究者の育成にどのようにして寄与 して もら

うかである。そのたあには，重要プロジェク トの

リーダーに任命 し，その仕事に対する権限を与え

ることが必要なように思える。

 他方，研究専門職にそれほど大 きな自由度を与

えることは不可能である。研究テーマの設定に対

する発言権を大 きくしたり， 自主的な研究(ア ン

グラ研究)を より多 く認めるなどの形で， 自由度

を増す ことが実現可能な方法であろう。

 これらの施策を展開 し専門職制度を充実させる

ことにより，就任希望者が望んでいた 「専門性を

重視する企業風土を醸成する」ことが， これから

の企業のR&D活 動に求あられるだろう。
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注

1)こ の 「研究者の意見調査」は，製薬，エレク トロ

  ニクス，化学，鉄鋼の4業 種に属する10企 業の

  研究 所に勤務する研究員1，110人 を対象 に，各

  研究所の管理部門経由で実施 した質問紙調査で

  あ る.調 査の有効回収率は86.5%で あった.

2)例 えば年齢別の学歴構成比をみると，学部卒業者

  は，55～59歳 で は76.9%，50～54歳 で は

  34.3%，45～49歳 で は26.1%と 中高年層では高

  いが，それ以下の年齢層では大学院修士課程修了

  者 や同博士課程修了者の構成比が高 くなってい

  た.

3)キ ャリアという観点からは，転職経験の有無は重

  要 なことがらである.し かし，本調査回答者のう

  ち，転職経験者は6.0%に 過 ぎなかったので，こ

  の点の分析は除外 した.

4)就 任希望者 ・就任忌避者の順に，職位別にこの数

  の平均値を示すと次のようであった.「 管理職」

  6.15・6.56， 「主任」4.38・4.14， 「一般層」3.10・

  3.20.

5)就 任 希 望 者 ・就 任 忌 避 者 の順 に，職 位 別 に こ こで

  の項 目 の指 摘 率(%)を 示 す と次 の よ うで あ った.

  「創 造 性 等 の発 想 力 の問 題 」 は 「管 理職 」27.3・

  32.6， 「主 任 」32.2・38.3， 厂一 般 層 」37.0・53.3，

  「新 た な テ ー マ に対 す る チ ャ レ ン ジ精 神 の 問 題 」

  は 「管 理 職 」21.8・29.4， 「主 任 」26.7・31.7， 「一

  般 層 」30.6・30.0， 「管 理 的 業 務 に よ る 多 忙 」 は

  「管 理 職 」78.2・72.9， 「主 任 」62.2・75.o， 「一 般

  層 」68.5・63.3， 「研 究 活 動 以 外 の 仕 事 に よ る多

  忙 」 は 「管理 職 」56.4・49.4， 「主 任 」52.2・50.0，

  「一 般 層 」53.7・3。3.
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